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平成２２年度東京都臨海地域開発事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象   港 湾 局  

 ２  審査の手続方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、臨海地域開発事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

 また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

  ３ 審査の期間   平成２３年６月２日から同年９月５日まで 

  

第２ 審 査 の 結 果 

  １ 決算諸表について 

 審査に付された決算諸表は、臨海地域開発事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。 

２ 事業運営について 

  臨海地域開発事業は、東京港港湾区域及びこれに隣接する地域において、埋立地の造成、整備

及び開発を行っている。 

平成２２年度は、埋立地の造成、都市基盤施設の整備等を行うとともに、土地区画整理事業等

に関する工事等に対して開発者として負担を行っている。 

当年度における埋立地の処分状況は、売却等１４件（面積２４３，７４４．３４ｍ２）で、契約

額は、１，０３３億余円である。収支状況は、総収益１，１２７億余円に対し、総費用７２７億

余円で、差引き３９９億余円の純利益となっている。 

   財政状況は、資産１兆７１１億余円、負債２２８億余円及び資本１兆４８３億余円となってい

る。 

経営状況は、用地売却について、一部、収益が原価を下回っている箇所があるが、全体として

は、今年度も引き続き純利益を計上している。 

また、平成１２年度に起債した債券の償還を迎え、１，３７２億円を償還したが、借換債とし

て６年ぶりに８９７億余円を起債したことから、平成２２年度の企業債残高は、２，５９６億余

円となっている。 

平成２０年のリーマンショックに加え、今年３月に起きた東日本大震災により、企業等の進出

意欲に慎重さが見られることを踏まえ、今後は臨海地域の開発において、魅力的なまちづくりの

実現をめざした着実な事業展開が求められる。 
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第３  経営状況の概要 

 １ 業務実績について 

平成２２年度における埋立地の処分については、「東京港における埋立地の開発に関する要綱」

及び「埋立地開発事業実施計画」に基づき、住宅施設用地その他について、表１のとおり、処分

を行っている。 

処分（計１４件）は、すべて売却等（面積：２４万３，７４４．３４ｍ２、契約金額：１，０３

３億余円）であり、前年度（６件、面積：２万９，３４８．８３ｍ２、契約金額：９２億余円）と

比較して、８件の増加（面積：２１万４，３９５．５１ｍ２の増、契約金額：９４１億余円の増）

となっている。 

また、平成２２年度の埋立地造成事業等は、表２のとおり豊洲・晴海地区防潮護岸整備等の埋

立地造成事業及び青海地区の基盤整備等の臨海副都心建設事業等を行っている。 

 

（表１）土地処分実績                             （単位：千円） 

平成２２年度 平成２１年度 増（△）減 
処分区分 

件数 面積(㎡) 処分収益 件数 面積(㎡) 処分収益 件数 面積(㎡) 処分収益 

埋立地 

処分収益 
10 164,140.85 65,517,601 4 28,631.83 8,992,893 6 135,509.02 56,524,707

臨海副都心 

用地処分収益 
4 79,603.49 33,499,308 2 717.00 253,113 2 78,886.49 33,246,194

合  計 14 243,744.34 99,016,909 6 29,348.83 9,246,007 8 214,395.51 89,770,902

 

（表２）埋立地造成事業等の実績                                 （単位：千円） 

事 業 名 内       容 金  額 

埋立地造成事業 豊洲・晴海地区防潮護岸整備等 1,728,592

環境整備事業 夢の島緑道公園、新木場緑道公園 107,835

埋立改良事業 道路、橋りょう、公園の改修等 1,451,637

臨海副都心建設事業 基盤整備、開発者負担金等 11,639,744

臨海副都心改良事業 設備改良等 220,298

埋立諸費 諸調査、人件費等 343,285

臨海副都心諸費 諸調査等 21,954

合   計 15,513,347
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２ 経営成績について 

平成２２年度における経営成績は、表３（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収益

１，１２７億余円、総費用７２７億余円であり、差引き３９９億余円の純利益となっている。 

 

 （表３）経 営 成 績 比 較 表                        (単位：千円、％) 
 

平成２２年度 平 成 ２１年度 増    (△)    減 

区         分 
金   額 (Ａ) 金   額 (Ｂ) 金 額 (C=A-B) 率(C/B×100)

  総   収   益 112,748,658 24,130,474 88,618,184 367.2

 営 業 収 益 108,242,051 18,514,734 89,727,316 484.6

 営業外収益 4,506,607 5,599,460 △  1,092,853 △     19.5 

 特 別 利 益 0 16,279 △     16,279 △    100 

総   費   用 72,771,081 12,877,564 59,893,517 465.1

 営 業 費 用 67,958,448 6,103,105 61,855,343 ― 

 営業外費用 4,812,633 6,747,426 △  1,934,792 △     28.7 

 特 別 損 失 0 27,033 △     27,033 △    100 

    純  利  益 39,977,576 11,252,909 28,724,667 255.3

 

（１）収益について 

収益は、表４のとおり、総収益１，１２７億余円であり、前年度（２４１億余円）と比較し

て８８６億余円（３６７．２％）増加している。 

営業収益は、１，０８２億余円であり、前年度（１８５億余円）と比較して、８９７億余円(４

８４．６％)増加している。これは主に、埋立地処分収益が前年度（８９億余円）と比較して５

６５億余円増加し、臨海副都心用地処分収益が前年度（２億余円）と比較して３３２億余円増

加したことによるものである。 

営業外収益は、４５億余円であり、前年度（５５億余円）と比較して、１０億余円（１９.５％）

減少している。これは主に、受取利息が８億余円減少したことによるものである。 
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(表４) 収 益 比 較 表                                （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増     (△)     減 

区      分 
金 額 (Ａ) 金 額 (Ｂ) 金額 (C=A-B) 

率 (C/B

×100) 

営業収益 108,242,051 18,514,734 89,727,316 484.6

埋立地処分収益 65,517,601 8,992,893 56,524,707 628.5

臨海副都心用地処分収益 33,499,308 253,113 33,246,194 ― 

埋立地賃貸料収益 3,791,671 3,828,219 △    36,547 △   1.0
  

臨海副都心用地賃貸料収益 5,433,470 5,440,508 △     7,037 △   0.1

営業外収益 4,506,607 5,599,460 △ 1,092,853 △  19.5

受取利息 230,821 1,049,173 △   818,352 △  78.0

預金利息 229,507 518,190 △   288,683 △  55.7
  

有価証券利息 1,313 530,982 △   529,669 △  99.8

一般会計補助金 2,425 0 2,425 ― 

雑収益 4,273,360 4,550,286 △   276,925 △   6.1

土地貸付料 3,379,430 3,134,082 245,348 7.8

海上公園利用料 92,757 116,699 △    23,941 △  20.5

有料公園・施設利用料 21,909 21,909 0 0 

共同溝収益 496,664 503,505 △     6,840 △   1.4

  

  

その他 282,598 774,090 △   491,491 △  63.5

特 別 利 益 0 16,279 △    16,279 △ 100 

 有価証券償還益 0 14,511 △    14,511 △ 100 

 過年度損益修正益 0 1,767 △     1,767 △ 100 

総  収  益 112,748,658 24,130,474 88,618,184 367.2
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（２）費用について 

費用は、表５のとおり、総費用７２７億余円であり、前年度（１２８億余円）と比較して、

５９８億余円（４６５．１％）増加している。 

営業費用は、６７９億余円であり、前年度（６１億余円）と比較して、６１８億余円増加し

ている。これは主に、臨海副都心用地処分原価が４４８億余円増加したことによるものである。 

営業外費用は、４８億余円であり、前年度（６７億余円）と比較して、１９億余円（２８．

７％）減少している。これは主に、支払利息及企業債取扱諸費が１９億余円減少したことによ

るものである。 

 なお、給与費及び職員数等は、表６のとおりとなっている。 

 

（表５）費 用 比 較  表                               （単位：千円、％）   

平成２２年度 平成２１年度 増   (△)   減 
区      分 

金  額  (Ａ) 金  額  (Ｂ) 金額 (C=A-B) 
率(C/B×
100) 

 営 業 費 用 67,958,448 6,103,105 61,855,343 ― 

 埋 立 地 処 分 原 価 20,626,906 3,515,988 17,110,917 486.7

 臨海副都心用地処分原価 45,285,137 435,999 44,849,137 ― 

 一般管理費 2,022,472 1,980,460 42,011 2.1

 減価償却費 23,826 28,304 △      4,477 △   15.8

 

 資産減耗費 105 142,351 △    142,246 △   99.9

 営 業 外 費 用 4,812,633 6,747,426 △  1,934,792 △   28.7

支払利息及企業債取扱諸費 4,536,419 6,514,664 △  1,978,244 △   30.4

企業債利息 4,226,921 6,507,688 △  2,280,766 △   35.0
 

企業債手数料及取扱費 309,497 6,976 302,521 ― 

 雑支出 276,213 232,761 43,451 18.7

不用品売却原価 0 310 △        310 △  100 

消費税雑支出 276,213 232,319 43,894 18.9

 

 

その他雑支出 0 132 △        132 △  100 

特 別 損 失 0 27,033 △     27,033 △  100 

 過年度損益修正損 0 18,775 △     18,775 △  100 

 その他特別損失 0 8,257 △      8,257 △  100 

総  費  用 72,771,081 12,877,564 59,893,517 465.1
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（表６）給  与  費  明  細  表                          （単位：千円） 
 

     平成２２年度 平成２１年度      増    (△)    減 
区    分 

損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 

 給     料 264,200 125,435 389,636 263,526 129,954 393,480 674 △ 4,518 △ 3,843

 手     当 219,038 111,577 330,616 220,682 116,140 336,823 △ 1,644 △ 4,562 △ 6,206

 法定福利費 95,331 44,812 140,143 86,998 40,608 127,606 8,332 4,203 12,536

    計 578,570 281,825 860,396 571,207 286,702 857,910 7,363 △ 4,877 2,486

 職 員 数 67 人 30 人 97 人 66 人 31 人 97 人  1 人  △  1 人 0 人

 平均年齢 42 歳 1 月 42 歳 0 月 0 歳 1 月 

 職員１人当 

 たり給与費 
7,425 千円 7,471 千円 △  46 千円 

      (注) 1  職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

     (注) 2  職員１人当たり給与費は、(給料＋手当)÷月当たり平均職員数である。 

 

以上の結果を事業の収益性を示す経営比率で見ると、表７のとおりである。 

 

 (表７) 経 営 比 率 表 

年   度 

項    目 

平成18年度 平成 19 年度平成 20 年度平成 21 年度平成 22 年度   算       式 

経営資本営業利益率(％)   2.7   2.5 6.6 2.2 6.0 
営 業 利 益 

  経 営 資 本 

営業収益営業利益率(％)  29.8  30.8 37.9 67.0 37.2 
  営 業 利 益 

  営 業 収 益 

経営資本回転率(回) 0.09 0.08 0.17  0.03 0.16 
営 業 収 益 

経 営 資 本 

 

総費用対総収益比率(％) 97.8 54.3 65.6 53.4 64.5 
   総費用 

   総収益 
 

 (注)  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 

 

３ 財政状態について 

 （１）資本的収支について 

 資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表８のとおりである。 

当年度における資本的収入は、１，６０９億余円であり、前年度（６６４億余円）と比較し

て、９４４億余円（１４２．２％）増加している。これは主に、企業債を発行したことにより

８９７億余円増加したことによるものである。 

 資本的支出は、１，５３１億余円であり、前年度（１，２１０億余円）と比較して、３２１
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億余円（２６．５％）増加している。これは主に、企業債の償還に伴って企業債費が３０９億

余円増加したことによるものである。 

 
（表８）資本的収支比較表      （単位：千円、％）

 増  (△)  減 

金     額 増減率 区 分 
平成２２年度金額

(Ａ) 

平成２１年度金額

(Ｂ) 
(C＝A－B) (C/B×100)

 企業債 89,734,044 0     89,734,044 ― 

有価証券償

還金収入 
70,000,000 64,985,488 5,014,511 7.7

雑収入 1,208,458      1,472,452 △     263,994 △     17.9

資
本
的
収
入 計 160,942,502     66,457,941 94,484,560 142.2

埋立事業費 15,513,347 14,392,131 1,121,215 7.8

企業債費 137,595,811 106,610,747 30,985,064 29.1

資
本
的
支
出 計 153,109,158 121,002,879 32,106,279 26.5

資本的収支 7,833,343 △   54,544,937 62,378,281 △    114.4
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資金収支の状況は、表９のとおり、差引額は６９億余円の資金超過となっており、これに損

益勘定留保資金等を加えた結果、全体として１，１３４億余円の資金超過となっている。 

 なお、当年度末における資金残高は、表１０のとおりである。 

 
（表９）資 金 収 支 表                                   (単位：千円) 

          支 出          収 入 

      項 目 金     額      項 目 金    額 

 資 本 的 支 出 （A） 153,109,158 資 本 的 収 入（B） 160,942,502

 翌年度への繰越工事資金（C) 1,394,026 前年度繰越工事資金（D） 542,535

        計（E＝A＋C） 154,503,184 計（F＝B＋D） 161,485,037

資本的収支資金剰余額 

（G＝F－E） 
6,981,852

 当年度純利益 

損益勘定留保資金 

 （減価償却費・資産減耗費） 

（不用品売却原価） 

（埋立地処分原価） 

 （臨海副都心用地処分原価） 

 （消費税雑支出） 

（その他雑収益） 

（特別損失） 

（特別利益） 

預り保証金 

消費税収支調整額 

39,977,576

66,147,400

23,932

0

20,626,906

45,285,137

211,423

0

0

0

247,216

140,671

収益的収支資金剰余金(I=H)    (106,512,865) 計（Ｈ） 106,512,865

当年度資金剰余額(J=I+G)     113,494,718  

     合      計 （E＋J） 267,997,902 合   計 （F＋H） 267,997,902

 

（表１０）年度末資金残高表                            (単位：千円) 

   年 度 

 

項 目 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

流動資産（Ａ） 184,205,840 127,522,046 104,787,924 68,219,005 184,006,467

流動負債（Ｂ） 10,239,394 11,668,266 13,568,624 15,969,755 17,411,008

 

年度末資金残高 

(Ａ－Ｂ) 
173,966,446 115,853,780 91,219,300 52,249,249 166,595,459
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（２）資産及び負債・資本について 

 当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

 資産総額は、１兆７１１億余円であり、前年度（１兆７３２億余円）と比較して、２０億余

円（０．２％）減少している。これは、流動資産が１，１５７億余円（１６９．７％）増加し

ているものの、固定資産が６６３億余円（３６．５％）、埋立地造成が５１５億余円（６．３％）

それぞれ減少したことによるものである。 

固定資産の減少は、投資有価証券が７００億円減少したことなどによるものである。 

流動資産の増加は、現金預金が１，１５９億余円増加したことなどによるものである。 

また、埋立地造成の減少は、未成埋立地の臨海副都心地区事業費が３６０億余円減少したこと

などによるものである。 

負債総額は２２８億余円であり、前年度（１７４億余円）と比較して、５３億余円（３０．

８％）増加している。これは、固定負債が３９億余円（２６８．７％）増加したことによるも

のである。 

流動負債の増加は、その他流動負債が９億余円増加したことによるものである。 

 また、資本総額は１兆４８３億余円であり、前年度（１兆５５７億余円）と比較して７４億

余円（０．７％）減少している。これは、剰余金が３９９億余円（６２．３％）増加したもの

の資本金が４７４億余円（４．８％）減少したことによるものである。 

資本金の減少は、借換債として８９７億余円を起債したものの、企業債を償還したことにより

借入資本金が４７４億余円（１５．４％）減少したことによるものである。 

剰余金の増加は、減債積立金及び当年度未処分利益剰余金の増加によるものである。 

次に、当年度における有利子負債及び支払利息等の状況は、表１１のとおりであり、有利子

負債については、新たに８９７億余円起債したものの、１，３７２億円償還したことから、当

年度末現在２，５９６億余円の残高となっている。なお、今後の企業債償還予定は、表１２の

とおりである。 

    以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１３のとおりである。 
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 （表１１）有利子負債及び支払利息等の状況                  （単位：千円） 

平  成 ２２ 年  度 
区    分 

平成２２年度 

末残高（Ａ） 
増 加 減 少 

平成２１年度 

末残高（Ｂ） 

増（△）減 

（Ａ)－(Ｂ） 

 

企 業 債 259,680,000 89,780,000 137,200,000 307,100,000 △    47,420,000
有 
利 
子 
負 
債 計 259,680,000 89,780,000 137,200,000 307,100,000 △    47,420,000

区    分 平成２２年度支払額 (Ｃ) 平成２１年度支払額(Ｄ) 増(△)減(Ｃ)－(Ｄ)

企業債利息及 
企業債取扱諸費 4,932,208 6,925,390 △     1,993,182

 

支 
払 
利 
息 
等 計 4,932,208 6,925,390 △     1,993,182

 

（表１２）今後の企業債償還予定                   （単位：千円） 

年    度 償 還 額 年    度 償 還 額 

平成２３年度 10,200,000 平成２８年度 0 

平成２４年度 2,500,000 平成２９年度 0 

平成２５年度 3,800,000 平成３０年度 0 

平成２６年度 153,400,000 平成３１年度 0 

平成２７年度 0 平成３２年度 89,780,000 

合     計 259,680,000 

 

（表１３）財 務 比 率 表                                          (単位：％) 

項      目 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 算    式 

流 動 比 率 1,799.0 1,092.9 772.3 427.2 1,056.8 
流動資産 

流動負債 

自己資本構成比率 56.6 60.0 63.3  69.8    73.6 
自己資本 

総 資 本 

 

固定長期適合率 85.0 90.0 92.1  95.1    84.2 
固定資産 

長期資本 

 

   (注) 1 固定長期適合率における固定資産は、固定資産＋埋立地造成による。 

  (注) 2 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

  (注) 3 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債 
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４ 建設改良事業について 

埋立事業は、東京港第７次改訂港湾計画及び臨海副都心まちづくり推進計画に基づき、埋立

地の造成、整備及び開発を実施している。本事業計画区域の埋立地については、有明北地区、

豊洲・晴海地区を除いてほぼ完了している。 

平成２２年度の埋立事業は、表１４のとおり、予算額２７１億余円に対し、執行額１５５億

余円であり、執行率５７．１％となっている。主な事業の執行状況は次のとおりである。 

埋立地造成事業は、豊洲・晴海地区の防潮護岸整備等を実施している。 

臨海副都心建設事業は、青海地区の基盤整備等を実施するとともに、土地区画整理事業等に

関する工事等に対して開発者として負担を行っている。 

なお、翌年度繰越額は、臨海副都心建設事業における１０億余円、環境整備費その他による

２億余円である。不用額の主なものは、臨海副都心建設事業において生じた工事遅延分等４７

億余円、環境整備事業その他３０億余円である。 

 

 (表１４) 建設改良事業執行状況                         （単位：千円、％） 

区  分 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率 

埋立地造成事業 4,257,589 1,728,592 0 2,528,996 40.6

臨海副都心建設事業 17,457,436 11,639,744 1,099,815 4,717,876 66.7

環境整備事業その他 5,464,688 2,145,010 294,211 3,025,466 39.3

 

合  計 27,179,713 15,513,347 1,394,026 10,272,339 57.1

 



（別表1）　比　較　損　益　計　算　書

平成２２年度 平成２１年度

科　　　　　　　　目 金 　額 金 　額 金　　額 増減率
(Ａ) (Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

営　　業　　収　　益 108,242,051,527 18,514,734,653 89,727,316,874 484.6

65,517,601,083 8,992,893,149 56,524,707,934 628.5

33,499,308,304 253,113,864 33,246,194,440 ―

3,791,671,716 3,828,219,264 △ 36,547,548 △ 1.0

5,433,470,424 5,440,508,376 △ 7,037,952 △ 0.1

営　　業　　費　　用 67,958,448,439 6,103,105,018 61,855,343,421 ―

20,626,906,123 3,515,988,724 17,110,917,399 486.7

45,285,137,610 435,999,670 44,849,137,940 ―

2,022,472,129 1,980,460,315 42,011,814 2.1

23,826,827 28,304,348 △ 4,477,521 △ 15.8

105,750 142,351,961 △ 142,246,211 ―

40,283,603,088 12,411,629,635 27,871,973,453 224.6

4,506,607,387 5,599,460,441 △ 1,092,853,054 △ 19.5

230,821,412 1,049,173,585 △ 818,352,173 △ 78.0

2,425,000 0 2,425,000 ―

4,273,360,975 4,550,286,856 △ 276,925,881 △ 6.1

4,812,633,547 6,747,426,377 △ 1,934,792,830 △ 28.7

4,536,419,851 6,514,664,500 △ 1,978,244,649 △ 30.4

276,213,696 232,761,877 43,451,819 18.7

39,977,576,928 11,263,663,699 28,713,913,229 254.9

0 16,279,218 △ 16,279,218 △    100

有 価 証 券 償 還 益 0 14,511,219 △ 14,511,219 △    100

過 年 度 損 益 修 正 益 0 1,767,999 △ 1,767,999 △    100

0 27,033,310 △ 27,033,310 △    100

過 年 度 損 益 修 正 損 0 18,775,852 △ 18,775,852 △    100

そ の 他 特 別 損 失 0 8,257,458 △ 8,257,458 △    100

39,977,576,928 11,252,909,607 28,724,667,321 255.3

39,977,576,928 11,252,909,607 28,724,667,321 255.3

営　業　外　収　益

営　業　外　費　用

支 払 利 息 及 企 業 債 取 扱 諸 費

経　常　利　益

一  般  会  計  補  助  金

増（△）減

　  　　（単位：円、％）

埋 立 地 処 分 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 収 益

埋 立 地 賃 貸 料 収 益

臨 海 副 都 心 用 地 賃 貸 料 収 益

資 産 減 耗 費

営　業　利　益

埋 立 地 処 分 原 価

臨 海 副 都 心 用 地 処 分 原 価

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

受 取 利 息

特　別　損　失

当　年　度　純　利　益

雑 支 出

雑 収 益

特　別　利　益

－ １２ －



（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表

　  　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額  増減率

(Ａ) (Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100）

固     定      資     産 115,625,052,276 10.8 181,950,109,631 17.0 △ 66,325,057,355 △ 36.5

有   形   固   定   資   産 343,040,230 0.0 351,123,156 0.0 △ 8,082,926 △ 2.3

建 物 416,844,545 0.0 416,844,545 0.0 0 0

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 170,210,549 △ 0.0 △ 162,416,019 △ 0.0 △ 7,794,530 4.8

構 築 物 101,847,686 0.0 101,847,686 0.0 0 0

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 82,883,722 △ 0.0 △ 82,232,962 △ 0.0 △ 650,760 0.8

機 械 及 装 置 119,225,207 0.0 121,340,207 0.0 △ 2,115,000 △ 1.7

機械及装置減価償却累計額 △ 104,395,586 △ 0.0 △ 103,156,975 △ 0.0 △ 1,238,611 1.2

車 両 運 搬 具 13,790,000 0.0 13,790,000 0.0 0 0

車両運搬具減価償却累計額 △ 13,100,500 △ 0.0 △ 13,100,500 △ 0.0 0 0

船 舶 765,689,673 0.1 757,875,863 0.1 7,813,810 1.0

船 舶 減 価 償 却 累 計 額 △ 720,200,555 △ 0.1 △ 719,946,195 △ 0.1 △ 254,360 0.0

工 具 器 具 及 備 品 257,521,622 0.0 256,453,622 0.0 1,068,000 0.4

工具器具及備品減価償却累計額 △ 241,087,591 △ 0.0 △ 236,176,116 △ 0.0 △ 4,911,475 2.1

無　形　固  定  資  産 2,992,618 0.0 9,960,459 0.0 △ 6,967,841 △ 70.0

電 話 加 入 権 1,434,288 0.0 1,434,288 0.0 0 0

そ の 他 無 形 固 定 資 産 1,558,330 0.0 8,526,171 0.0 △ 6,967,841 △ 81.7

投                  資 115,279,019,428 10.8 181,589,026,016 16.9 △ 66,310,006,588 △ 36.5

投 資 有 価 証 券 106,539,688,508 9.9 176,539,688,508 16.4 △ 70,000,000,000 △ 39.7

年 賦 未 収 金 3,689,993,412 0.3 0     0 3,689,993,412 ―

長 期 貸 付 金 5,000,000,000 0.5 5,000,000,000 0.5 0 0

差 入 保 証 金 49,337,508 0.0 49,337,508 0.0 0 0

埋   立   地   造   成 771,530,972,187 72.0 823,057,336,983 76.7 △ 51,526,364,796 △ 6.3

完   成   埋   立   地 489,389,547,146 45.7 490,450,879,913 45.7 △ 1,061,332,767 △ 0.2

279,225,184,979 26.1 332,606,457,070 31.0 △ 53,381,272,091 △ 16.0

港湾計画埋立地区事業費 102,408,375,394 9.6 118,526,422,153 11.0 △ 16,118,046,759 △ 13.6

臨 海 副 都 心 地 区 事 業 費 213,047,411,817 19.9 249,143,274,275 23.2 △ 36,095,862,458 △ 14.5

埋 立 関 連 費 1,353,594,867 0.1 1,346,413,192 0.1 7,181,675 0.5

雑 収 入 △ 37,584,197,099 △ 3.5 △ 36,409,652,550 △ 3.4 △ 1,174,544,549 3.2

2,916,240,062 0.3 0     0 2,916,240,062 ―

臨 海 副 都 心 地 区 2,916,240,062 0.3 0     0 2,916,240,062 ―

流     動      資      産 184,006,467,218 17.2 68,219,005,700 6.4 115,787,461,518 169.7

現     金     預     金 180,989,928,300 16.9 65,076,156,923 6.1 115,913,771,377 178.1

預 金 180,989,928,300 16.9 65,076,156,923 6.1 115,913,771,377 178.1

未　　　　収　　　　金 2,578,892,640 0.2 1,545,271,188 0.1 1,033,621,452 66.9

営 業 未 収 金 20,747,935 0.0 78,110,208 0.0 △ 57,362,273 △ 73.4

営 業 外 未 収 金 336,031,641 0.0 697,614,175 0.1 △ 361,582,534 △ 51.8

未 収 消 費 税 還 付 金 115,720,793 0.0 0     0 115,720,793 ―

そ の 他 未 収 金 2,106,392,271 0.2 769,546,805 0.1 1,336,845,466 173.7

貯　　　　蔵　　　　品 1,766,278 0.0 1,797,589 0.0 △ 31,311 △ 1.7

前　　　　払　  　　金 434,200,000 0.0 1,594,100,000 0.1 △ 1,159,900,000 △ 72.8

そ の 他  流  動  資  産 1,680,000 0.0 1,680,000 0.0 0 0

1,071,162,491,681   100 1,073,226,452,314   100 △ 2,063,960,633 △ 0.2資      産      合       計

未   成   埋   立   地

　　　　　（単位：円、％）

    平 成２２ 年 度     平 成２１年 度 　　増（△）減

科　　　　　　　　　　目

 年 賦 期 限 未 了 埋 立 地
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　　　　　　（単位：円、％）

　  　　

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額  増減率

(Ａ) (Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

固     定     負     債 5,402,444,511 0.5 1,465,234,491 0.1 3,937,210,020 268.7

5,402,444,511 0.5 1,465,234,491 0.1 3,937,210,020 268.7

1,712,451,099 0.2 1,465,234,491 0.1 247,216,608 16.9

3,689,993,412 0.3 0     0 3,689,993,412 ―

流   　動　 　負　  　債 17,411,008,194 1.6 15,969,755,775 1.5 1,441,252,419 9.0

 未       払        金 9,642,743,997 0.9 9,117,682,269 0.8 525,061,728 5.8

営 業 未 払 金 277,195,358 0.0 318,387,022 0.0 △ 41,191,664 △ 12.9

埋 立 造 成 未 払 金 9,347,632,003 0.9 8,775,121,063 0.8 572,510,940 6.5

未 払 消 費 税 0     0 12,037,300 0.0 △ 12,037,300    △  100

そ の 他 未 払 金 17,916,636 0.0 12,136,884 0.0 5,779,752 47.6

前　 　　 受         金 102,271,842 0.0 110,796,570 0.0 △ 8,524,728 △ 7.7

営 業 外 前 受 金 102,271,842 0.0 110,796,570 0.0 △ 8,524,728 △ 7.7

7,665,992,355 0.7 6,741,276,936 0.6 924,715,419 13.7

預 り 金 6,743,494,000 0.6 6,741,276,936 0.6 2,217,064 0.0

そ の 他 流 動 負 債 922,498,355 0.1 0     0 922,498,355 ―

22,813,452,705 2.1 17,434,990,266 1.6 5,378,462,439 30.8

資　　　　本　　　　金 944,212,644,946 88.1 991,632,644,946 92.4 △ 47,420,000,000 △ 4.8

自 　己　 資 　本 　金 684,532,644,946 63.9 684,532,644,946 63.8 0 0

借   入   資   本   金 259,680,000,000 24.2 307,100,000,000 28.6 △ 47,420,000,000 △ 15.4

企 業 債 259,680,000,000 24.2 307,100,000,000 28.6 △ 47,420,000,000 △ 15.4

剰　　　　余　　 　　金 104,136,394,030 9.7 64,158,817,102 6.0 39,977,576,928 62.3

資　 本 　剰 　余　 金 52,905,907,495 4.9 52,905,907,495 4.9 0 0

受 贈 財 産 評 価 額 50,281,564,971 4.7 50,281,564,971 4.7 0 0

開 発 者 負 担 金 2,249,362,540 0.2 2,249,362,540 0.2 0 0

そ の 他 資 本 剰 余 金 374,979,984 0.0 374,979,984 0.0 0 0

利　 益 　剰　 余 　金 51,230,486,535 4.8 11,252,909,607 1.0 39,977,576,928 355.3

減 債 積 立 金 11,252,909,607 1.1 0     0 11,252,909,607 ―

当年度未処分利益剰余金 39,977,576,928 3.7 11,252,909,607 1.0 28,724,667,321 255.3

1,048,349,038,976 97.9 1,055,791,462,048 98.4 △ 7,442,423,072 △ 0.7

1,071,162,491,681   100 1,073,226,452,314   100 △ 2,063,960,633 △ 0.2

そ の 他  固  定  負　債

預 り 保 証 金

　　増（△）減    平 成２２ 年 度     平 成２1 年 度

科　　　　　　　　　目

そ の 他 固 定 負 債

　負　　債　　合　　計

　資　　本　　合 　　計

負　債　・　資　本　合　計

そ　の　他　流　動　負　債
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